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１． GPIF改革のきっかけ

　2012年12月に発足した第二次安倍政権におい

て、公的年金基金の改革が、成長戦略の一つとし

て取り上げられた。産業競争力会議の中で提案さ

れ、13年６月の『日本再興戦略』の中で言及さ

れることで、「公的・準公的資金の運用・リスク

管理等の高度化等に関する有識者会議」が設置さ

れた。私がこの座長を任されたのは、第一次安倍

政権のときに、経済財政諮問会議の民間議員とし

てこの問題を取り上げたことがあったからだと推

測している。（第一次安倍政権のときには、諮問

会議で問題提起したものの、厚生労働省が積極的

ではなかったこともあり、改革議論はまったく前

に進まなかった。第二次安倍政権になり、もう一

度改革を検討しようという機運が与党や官庁サイ

ドに芽生えた。そこで2013年には厚生労働省を

共同事務局として最初から巻き込んで、改革を考

えることになった。）こうして発足した「公的・

準公的資金の運用・リスク管理等の高度化に関す

　GPIFの資金残高は130兆円に上る。今後、団塊の世代がどんどん退職して、現在の保険料水準で、現在の給付

水準をまかないきれない事態が発生する。いかにしてGPIFが現在の130兆円の資産からの目標とする運用利回り

を確保して、元本を減らさずに、将来世代につなぐかが課題だ。ポートフォリオ改革とガバナンス改革が欠かせ

ない。2013年11月の有識者会議報告にしたがって、ポートフォリオ改革はすすめられ、基本ポートフォリオの改

訂が行われた。ガバナンス改革は、2015年の通常国会での新法の成立が期待されている。
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